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1. 2021年10月期の業績（2020年11月1日～2021年10月31日）

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2021年10月期 38,847 13.5 3,799 17.8 4,214 19.4 2,864 21.5

2020年10月期 34,240 △2.6 3,226 △9.9 3,530 △6.1 2,356 △8.4

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2021年10月期 140.11 139.80 15.0 14.5 9.8

2020年10月期 115.37 115.12 13.9 13.2 9.4

（参考） 持分法投資損益 2021年10月期 ―百万円 2020年10月期 ―百万円

(2) 財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2021年10月期 29,366 20,428 69.4 995.81

2020年10月期 28,747 17,929 62.2 875.30

（参考） 自己資本 2021年10月期 20,384百万円 2020年10月期 17,884百万円

(3) キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2021年10月期 4,313 △730 △3,696 2,391

2020年10月期 5,078 △3,318 △759 2,506

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当
率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2020年10月期 ― 0.00 ― 20.00 20.00 408 17.3 2.4

2021年10月期 ― 0.00 ― 22.50 22.50 460 16.1 2.4

2022年10月期(予想) ― 0.00 ― 20.00 20.00 13.7

(注) 期末配当金の内訳　　2020年10月期　　普通配当　17円50銭　　特別配当　２円50銭

2021年10月期　　普通配当　20円00銭　　特別配当　２円50銭

3. 2022年10月期の業績予想（2021年11月 1日～2022年10月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 23,475 3.3 2,837 5.1 3,153 2.0 2,175 3.3 106.36

通期 40,000 3.0 4,000 5.3 4,350 3.2 3,000 4.7 146.56



※ 注記事項

(1) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　無

②①以外の会計方針の変更 　：　無

③会計上の見積りの変更 　：　無

④修正再表示 　：　無

(2) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2021年10月期 20,970,000 株 2020年10月期 20,970,000 株

② 期末自己株式数 2021年10月期 500,166 株 2020年10月期 537,266 株

③ 期中平均株式数 2021年10月期 20,443,779 株 2020年10月期 20,427,684 株

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料２ペー
ジ「経営成績等の概況」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当事業年度（2020年11月１日～2021年10月31日）における我が国の経済は、新型コロナウイルス感染症の拡大長

期化により厳しい状況が続きました。国内におけるワクチン接種率の向上や感染者数の減少によって緊急事態宣言

が解除されて以降は、今後の経済回復が期待されておりますが、変異株の発生及び拡大懸念や資源価格高騰など、

依然として先行きは不透明な状況が続いております。

このような状況のもと、当社におきましては、全国的な大雪によるスタッドレスタイヤの需要増加、及び長期化

する新型コロナウイルス感染症による外出自粛で通信販売が増加したことに加え、緊急事態宣言解除後の需要回復

により増収増益を達成いたしました。

この結果、当事業年度の売上高は38,847百万円(前事業年度比4,606百万円、13.5％増)となりました。売上高を商

品別に見ますと、タイヤ・ホイールは売上金額32,647百万円(前事業年度比2,860百万円、9.6％増)、売上本数3,109

千本(前事業年度比375千本、13.7％増)となりました。用品は売上金額2,802百万円(前事業年度比479百万円、20.6

％増)、作業料は売上金額3,397百万円(前事業年度比1,266百万円、59.5％増)となっております。売上構成比は、タ

イヤ・ホイール84.0％(前事業年度87.0％)、用品7.2％(前事業年度6.8％)、作業料8.8％(前事業年度6.2％)となり

ました。また、販路別売上高の状況は、店舗売上高24,388百万円(前事業年度比1,823百万円、8.0％増)、本部売上

高14,459百万円(前事業年度比2,783百万円、23.8％増)となっております。

当事業年度の経営成績を総括いたしますと、営業利益3,799百万円(前事業年度比573百万円、17.8％増)、経常利

益4,214百万円(前事業年度683百万円、19.4％増)、当期純利益2,864百万円(前事業年度比507百万円、21.5％増)と

なりました。

（２）当期の財政状態の概況

(流動資産)

当事業年度末における流動資産は14,658百万円(前事業年度末比951百万円、6.9％増)となりました。主な要因は、

現金及び預金112百万円の減少、売掛金278百万円の増加、商品177百万円の増加、前払費用103百万円の増加、未収

入金502百万円の増加などによるものであります。

(固定資産)

当事業年度末における固定資産は14,707百万円(前事業年度末比332百万円、2.2％減)となりました。主な要因は、

有形固定資産298百万円の減少、無形固定資産19百万円の増加、投資その他の資産54百万円の減少などによるもので

あります。

(流動負債)

当事業年度末における流動負債は7,911百万円(前事業年度末比1,058百万円、15.5％増)となりました。主な要因

は、買掛金431百万円の増加、1年以内に返済予定の長期借入金326百万円の減少、未払法人税等279百万円の増加、

未払消費税等468百万円の増加、前受金105百万円の増加、前受収益107百万円の増加などによるものであります。

(固定負債)

当事業年度末における固定負債は、1,025百万円(前事業年度末比2,939百万円、74.1％減)となりました。主な要

因は、シンジケートローンの繰上一括返済による長期借入金2,940百万円の減少などによるものであります。

(純資産)

当事業年度末における純資産合計は20,428百万円(前事業年度末比2,499百万円、13.9％増)となりました。主な要

因は、資本剰余金41百万円の増加、利益剰余金2,455百万円の増加などによるものであります。
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（３）当期のキャッシュ・フローの概況

業年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前事業年度末比114百万円減少の2,506百万円とな

りました。

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果獲得した資金は4,313百万円となりました。(前事業年度は5,078百万円の獲得)

主な内訳は、税引前当期純利益4,188百万円、減価償却費1,206百万円、売上債権の増加額172百万円、棚卸資産の

増加額177百万円、未収入金の増加額502百万円、仕入債務の増加額431百万円、未払消費税等の増加額468百万円、

法人税等の支払額1,155百万円などによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は730百万円となりました。(前事業年度は3,318百万円の使用)

主な内訳は、本社隣地取得と店舗の移転に係る有形固定資産の取得による支出819百万円、基幹システム及びＥＣ

サイト機能改善等に係る無形固定資産の取得による支出133百万円、保険解約返戻金の受取額208百万円などによる

ものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は3,696百万円となりました。(前事業年度は759百万円の使用)

主な内訳は、長期借入金の返済による支出3,266百万円、配当金の支払額407百万円などによるものであります。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

2017年10月期 2018年10月期 2019年10月期 2020年10月期 2021年10月期

自己資本比率(％) 56.1 57.8 63.8 62.2 69.4

時価ベースの
自己資本比率(％)

100.7 89.2 90.5 73.7 83.6

キャッシュ・フロー対
有利子負債比率(年)

3.9 1.1 3.3 0.7 ―

インタレスト・カバレッジ・
レシオ(倍)

231.1 898.3 318.0 440.0 604.2

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

(注) 有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としています。

（４）今後の見通し

次期の見通しにつきましては、新型コロナウイルス感染症の影響で変化する国民の生活スタイルに合わせた、店

舗運営・販売スタイルの改善、及びネット販売の強化を行ない、売上高は40,000百万円（当事業年度比3.0％増）、

営業利益は4,000百万円（当事業年度比5.3％増）、経常利益は4,350百万円（当事業年度比3.2％増）、当期純利益

は3,000百万円（当事業年度比4.7％増）を見込んでおります。

なお、上記の業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、

今後の様々な要因によって大きく異なる可能性があります。

（５）継続企業の前提に関する重要事象等

該当事項はありません。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社は、連結財務諸表を作成していないため、国際会計基準に基づく財務諸表を作成するための体制整備の負担等

を考慮し、日本基準に基づき財務諸表を作成しております。
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３．財務諸表及び主な注記

（１）貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2020年10月31日)

当事業年度
(2021年10月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,509,442 2,396,522

売掛金 2,958,066 3,236,165

商品 6,441,568 6,618,721

前払費用 519,081 622,434

未収入金 1,212,551 1,714,880

1年以内に回収予定の建設協力金 29,480 29,265

その他 43,199 57,125

貸倒引当金 △6,006 △16,452

流動資産合計 13,707,383 14,658,664

固定資産

有形固定資産

建物 7,723,814 7,832,489

減価償却累計額 △1,771,131 △2,054,157

建物（純額） 5,952,683 5,778,332

建物附属設備 1,927,873 1,954,104

減価償却累計額 △1,117,962 △1,207,805

建物附属設備（純額） 809,911 746,299

構築物 1,189,734 1,214,804

減価償却累計額 △723,624 △794,409

構築物（純額） 466,110 420,395

機械及び装置 4,422,341 4,480,820

減価償却累計額 △1,302,180 △1,834,570

機械及び装置（純額） 3,120,160 2,646,250

車両運搬具 166,018 170,897

減価償却累計額 △115,119 △118,000

車両運搬具（純額） 50,899 52,897

工具、器具及び備品 550,198 564,168

減価償却累計額 △433,592 △468,731

工具、器具及び備品（純額） 116,605 95,436

土地 2,494,998 3,055,115

リース資産 417,751 417,751

減価償却累計額 △130,131 △150,779

リース資産（純額） 287,619 266,971

建設仮勘定 61,050 ―

有形固定資産合計 13,360,039 13,061,698
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(単位：千円)

前事業年度
(2020年10月31日)

当事業年度
(2021年10月31日)

無形固定資産

商標権 1,873 1,577

ソフトウエア 226,483 247,391

リース資産 3,628 2,822

電話加入権 4,212 4,212

水道施設利用権 927 1,017

無形固定資産合計 237,125 257,021

投資その他の資産

出資金 23 23

長期貸付金 1,189 478

長期前払費用 36,862 54,767

繰延税金資産 466,548 561,912

建設協力金 372,428 343,162

敷金 296,424 290,738

差入保証金 106,499 126,309

破産更生債権等 27,943 28,704

その他 135,178 11,332

貸倒引当金 △321 △28,704

投資その他の資産合計 1,442,776 1,388,724

固定資産合計 15,039,941 14,707,444

資産合計 28,747,325 29,366,108
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(単位：千円)

前事業年度
(2020年10月31日)

当事業年度
(2021年10月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 3,726,457 4,157,978

1年内返済予定の長期借入金 326,666 ―

リース債務 22,676 22,642

未払金 645,184 644,744

未払費用 121,266 117,795

未払法人税等 624,381 904,176

未払消費税等 ― 468,361

前受金 512,665 617,858

預り金 44,017 36,464

前受収益 761,250 868,709

賞与引当金 68,380 73,040

流動負債合計 6,852,944 7,911,770

固定負債

長期借入金 2,940,000 ―

リース債務 300,895 278,253

退職給付引当金 250,062 272,203

資産除去債務 226,567 234,532

長期未払金 209,647 209,647

その他 37,750 30,900

固定負債合計 3,964,923 1,025,536

負債合計 10,817,868 8,937,307

純資産の部

株主資本

資本金 1,236,515 1,236,515

資本剰余金

資本準備金 1,273,115 1,273,115

自己株式処分差益 16,281 57,768

資本剰余金合計 1,289,397 1,330,884

利益剰余金

利益準備金 6,570 6,570

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 4,517 4,208

別途積立金 1,300,000 1,300,000

特別償却準備金 28,651 ―

繰越利益剰余金 14,051,343 16,535,935

利益剰余金合計 15,391,083 17,846,715

自己株式 △32,260 △30,034

株主資本合計 17,884,736 20,384,080

新株予約権 44,720 44,720

純資産合計 17,929,457 20,428,801

負債純資産合計 28,747,325 29,366,108
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（２）損益計算書

(単位：千円)
前事業年度

(自 2019年11月１日
　至 2020年10月31日)

当事業年度
(自 2020年11月１日

　至 2021年10月31日)

売上高 34,240,507 38,847,155

売上原価

商品期首たな卸高 7,816,206 6,441,568

当期商品仕入高 21,783,859 26,352,764

合計 29,600,065 32,794,332

商品期末たな卸高 6,441,568 6,618,721

売上原価合計 23,158,497 26,175,611

売上総利益 11,082,010 12,671,543

販売費及び一般管理費 ※1 7,855,794 ※1 8,871,783

営業利益 3,226,215 3,799,760

営業外収益

受取利息 3,927 3,615

受取配当金 1 1

不動産賃貸料 33,540 33,060

受取手数料 9,284 7,371

受取保険金 194,066 256,003

保険解約益 ― 84,256

雑収入 98,218 58,124

営業外収益合計 339,038 442,432

営業外費用

支払利息 11,542 7,138

不動産賃貸費用 17,417 16,391

為替差損 2,891 3,877

その他 2,724 340

営業外費用合計 34,576 27,747

経常利益 3,530,677 4,214,445

特別利益

固定資産売却益 ※2 844 ※2 1,074

特別利益合計 844 1,074

特別損失

固定資産売却損 ※3 ― ※3 96

固定資産除却損 ※4 56,507 ※4 4,994

店舗移転損失 17,640 21,500

特別損失合計 74,148 26,591

税引前当期純利益 3,457,374 4,188,928

法人税、住民税及び事業税 1,151,017 1,420,006

法人税等調整額 △50,377 △95,363

法人税等合計 1,100,639 1,324,642

当期純利益 2,356,735 2,864,286
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（３）株主資本等変動計算書

　前事業年度(自 2019年11月１日 至 2020年10月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金

その他資本剰

余金 資本剰余金合

計
利益準備金

その他利益剰余金

自己株式処分

差益

固定資産圧縮

積立金
別途積立金

特別償却準備

金

当期首残高 1,236,515 1,273,115 ― 1,273,115 6,570 4,849 1,300,000 57,403

当期変動額

剰余金の配当

当期純利益

固定資産圧縮積立金

の取崩
△332

特別償却準備金の取

崩
△28,751

自己株式の取得

自己株式の処分 16,281 16,281

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― ― 16,281 16,281 ― △332 ― △28,751

当期末残高 1,236,515 1,273,115 16,281 1,289,397 6,570 4,517 1,300,000 28,651

株主資本

新株予約権 純資産合計

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他利益剰

余金 利益剰余金合

計繰越利益剰余

金

当期首残高 12,073,867 13,442,691 △32,999 15,919,323 44,720 15,964,044

当期変動額

剰余金の配当 △408,342 △408,342 △408,342 △408,342

当期純利益 2,356,735 2,356,735 2,356,735 2,356,735

固定資産圧縮積立金

の取崩
332 ― ― ―

特別償却準備金の取

崩
28,751 ― ― ―

自己株式の取得 △201 △201 △201

自己株式の処分 940 17,222 17,222

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

―

当期変動額合計 1,977,476 1,948,392 738 1,965,413 ― 1,965,413

当期末残高 14,051,343 15,391,083 △32,260 17,884,736 44,720 17,929,457
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　当事業年度(自 2020年11月１日 至 2021年10月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金

その他資本剰

余金 資本剰余金合

計
利益準備金

その他利益剰余金

自己株式処分

差益

固定資産圧縮

積立金
別途積立金

特別償却準備

金

当期首残高 1,236,515 1,273,115 16,281 1,289,397 6,570 4,517 1,300,000 28,651

当期変動額

剰余金の配当

当期純利益

固定資産圧縮積立金

の取崩
△308

特別償却準備金の取

崩
△28,651

自己株式の取得

自己株式の処分 41,486 41,486

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― ― 41,486 41,486 ― △308 ― △28,651

当期末残高 1,236,515 1,273,115 57,768 1,330,884 6,570 4,208 1,300,000 ―

株主資本

新株予約権 純資産合計

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他利益剰

余金 利益剰余金合

計繰越利益剰余

金

当期首残高 14,051,343 15,391,083 △32,260 17,884,736 44,720 17,929,457

当期変動額

剰余金の配当 △408,654 △408,654 △408,654 △408,654

当期純利益 2,864,286 2,864,286 2,864,286 2,864,286

固定資産圧縮積立金

の取崩
308 ― ― ―

特別償却準備金の取

崩
28,651 ― ― ―

自己株式の取得 ― ―

自己株式の処分 2,226 43,712 43,712

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

―

当期変動額合計 2,484,592 2,455,631 2,226 2,499,344 ― 2,499,344

当期末残高 16,535,935 17,846,715 △30,034 20,384,080 44,720 20,428,801
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（４）キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前事業年度

(自 2019年11月１日
　至 2020年10月31日)

当事業年度
(自 2020年11月１日

　至 2021年10月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 3,457,374 4,188,928

減価償却費 825,874 1,206,504

株式報酬費用 17,222 17,232

賞与引当金の増減額（△は減少） △4,300 4,660

退職給付引当金の増減額（△は減少） 17,241 22,140

貸倒引当金の増減額（△は減少） △12,441 38,828

長期前払費用の増減額（△は増加） 2,909 △17,905

受取利息及び受取配当金 △3,927 △3,616

支払利息 11,542 7,138

固定資産売却損益（△は益） △844 △977

固定資産除却損 56,507 4,994

店舗移転損失 17,640 21,500

売上債権の増減額（△は増加） △789,354 △172,905

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,374,638 △177,153

前払費用の増減額（△は増加） △174,934 △103,353

未収入金の増減額（△は増加） △484,688 △502,329

仕入債務の増減額（△は減少） 1,572,487 431,521

前受収益の増減額（△は減少） 323,394 107,459

未払消費税等の増減額（△は減少） △30,966 468,361

その他 246,608 △67,042

小計 6,421,984 5,473,987

利息及び配当金の受取額 3,927 3,616

利息の支払額 △9,800 △8,880

法人税等の支払額 △1,337,976 △1,155,692

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,078,135 4,313,029

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金等の純増減額（△は増加） △2,130 △1,655

有形固定資産の取得による支出 △3,293,931 △819,802

有形固定資産の売却による収入 4,552 6,702

無形固定資産の取得による支出 △69,047 △133,444

建設協力金の回収による収入 41,022 32,989

貸付金の回収による収入 697 704

敷金及び保証金の差入による支出 △4,200 △20,000

保険解約返戻金の受取額 ― 208,916

その他 4,406 △5,387

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,318,631 △730,976

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △327,166 △3,266,666

リース債務の返済による支出 △23,870 △22,676

自己株式の取得による支出 △201 ―

配当金の支払額 △408,238 △407,285

財務活動によるキャッシュ・フロー △759,476 △3,696,628

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,000,028 △114,575

現金及び現金同等物の期首残高 1,506,156 2,506,184

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 2,506,184 ※1 2,391,609
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（５）財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

　

(重要な会計方針)

１．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品

移動平均法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法によっております。ただし、1998年４月以降に取得した建物並びに2016年４月以降に取得した建物附属設

備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 20～38年

建物付属設備 ８～18年

構築物 10～20年

機械装置 10～17年

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、ソフトウェア(自社利用)については社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しておりま

す。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、リース取引開始日が2008年10月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額の当期負担額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付

算定式基準によっております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
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４．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(重要な会計上の見積り)

(店舗に係る有形固定資産の減損)

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

当社は、カー用品のタイヤ・ホイールに的を絞り、店舗販売、通信販売、業者販売により販売しております。

このうち、店舗販売は郊外型の店舗で、幹線道路沿いに多く出店しており、当事業年度末における店舗数は47店

舗であります。

店舗を運営する上で必要な土地建物などの主たる資産やタイヤ・ホイールの取り付けなどのサービスに用いる

工具器具などの資産を保有しており、当社店舗に係る有形固定資産残高は4,042,373千円、総資産の13.8％となっ

ております。

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

当社の事業資産における資産グループについてはキャッシュ・フローを生み出す最小単位である店舗をグルー

ピングの単位としております。土地の時価の著しい下落や継続的な営業損失等が発生した店舗があれば減損の兆

候を識別しております。減損の兆候を識別した店舗について、店舗の主要な資産の残存耐用年数にわたって将来

キャッシュ・フローを見積り、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回ることになった店舗につ

いては、減損損失を認識することとしております。回収可能価額は使用価値と正味売却価額のいずれか高い価額

としており、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、帳簿価額の減少額は減損損失として計上されます。

②主要な仮定

減損損失の認識の判定及び使用価値の算定において用いられる将来キャッシュ・フローは過去の実績や趨勢、

経営環境などの外部要因に関する情報や当社店舗の予算などの内部情報を総合的に加味して見積っており、減損

兆候店舗の将来売上高を重要な仮定として算定しております。

当社では、新型コロナウイルス感染拡大の影響は軽微であるという仮定を置き、直近の業況が今後も継続する

ことを前提としております。

③翌事業年度の計算書類に与える影響

将来の不確実な経済状況の変動等や新型コロナウイルス感染症の流行状況により当該見積り及び当該仮定に関

して見直しが必要になった場合、翌事業年度以降において減損損失が発生する可能性があります。

(表示方法の変更)

(「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用)

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業年度の年度末に係

る財務諸表から適用し、財務諸表に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。
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(貸借対照表関係)

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結して

おります。これら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

前事業年度
(2020年10月31日)

当事業年度
(2021年10月31日)

当座貸越極度額及び
貸出コミットメント総額

5,900,000千円 5,600,000千円

借入実行残高 ― ―

差引額 5,900,000千円 5,600,000千円

(損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費の主なもののうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。

前事業年度
(自 2019年11月１日
至 2020年10月31日)

当事業年度
(自 2020年11月１日
至 2021年10月31日)

荷造運賃 719,839千円 908,127千円

広告宣伝費 1,152,290千円 1,180,005千円

貸倒引当金繰入 1,824千円 38,896千円

支払手数料 1,200,822千円 1,382,897千円

地代家賃 578,508千円 570,938千円

役員報酬 228,420千円 228,370千円

給与手当 1,717,691千円 1,808,230千円

賞与引当金繰入 68,380千円 73,040千円

退職給付費用 27,281千円 29,909千円

減価償却費 820,056千円 1,205,787千円

　

おおよその割合

販売費 56％ 56％

一般管理費 44％ 44％

　

※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

前事業年度
(自 2019年11月１日
至 2020年10月31日)

当事業年度
(自 2020年11月１日
至 2021年10月31日)

車両運搬具 844千円 1,074千円

計 844千円 1,074千円

※３ 固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

前事業年度
(自 2019年11月１日
至 2020年10月31日)

当事業年度
(自 2020年11月１日
至 2021年10月31日)

車両運搬具 ― 96千円

計 ― 96千円

　

㈱フジ・コーポレーション(7605) 2021年10月期決算短信〔日本基準〕(非連結)

< 13 >



※４ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

前事業年度
(自 2019年11月１日
至 2020年10月31日)

当事業年度
(自 2020年11月１日
至 2021年10月31日)

建物 ― 4,794千円

建物付属設備 ― 38千円

構築物 ― 161千円

機械装置 56,030千円 ―

工具器具及び備品 476千円 ―

計 56,507千円 4,994千円

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 2019年11月１日 至 2020年10月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 10,485,000 ― ― 10,485,000

　

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 276,431 102 7,900 268,633

（変動事由の概要）

　自己株式の増加は、単元未満株式の買取請求による増加であります。

　自己株式の減少は、取締役に対する譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少であります。

　

３ 新株予約権等に関する事項

内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当事業
年度末残高
(千円)

当事業
年度期首

増加 減少
当事業
年度末

第１回新株予約権 ― ― ― ― ― 13,636

第２回新株予約権 ― ― ― ― ― 14,675

第３回新株予約権 ― ― ― ― ― 16,408

合計 ― ― ― ― 44,720

　

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2020年１月29日
定時株主総会

普通株式 408,342 40.00 2019年10月31日 2020年１月30日

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2021年１月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 408,654 40.00 2020年10月31日 2021年１月29日
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当事業年度(自 2020年11月１日 至 2021年10月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 10,485,000 10,485,000 ― 20,970,000

（変動事由の概要）

　発行済株式の増加は、株式分割（１：２）による増加であります。

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 268,633 268,633 37,100 500,166

（変動事由の概要）

　自己株式の増加は、株式分割（１：２）による増加であります。

　自己株式の減少は、取締役及び従業員に対する譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少であります。

　

３ 新株予約権等に関する事項

内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当事業
年度末残高
(千円)

当事業
年度期首

増加 減少
当事業
年度末

第１回新株予約権 ― ― ― ― ― 13,636

第２回新株予約権 ― ― ― ― ― 14,675

第３回新株予約権 ― ― ― ― ― 16,408

合計 ― ― ― ― 44,720

　

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2021年１月28日
定時株主総会

普通株式 408,654 20.00 2020年10月31日 2021年１月29日

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2022年１月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 460,571 22.50 2021年10月31日 2022年１月31日

(キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 「現金及び現金同等物の期末残高」と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりでありま

す。

現金及び現金同等物の期末残高は次に示すように貸借対照表に掲記されている「現金及び預金」から預入期間が

３ヶ月を超える定期預金及び別段預金を除いております。

前事業年度
(自 2019年11月１日
至 2020年10月31日)

当事業年度
(自 2020年11月１日
至 2021年10月31日)

現金及び預金 2,509,442千円 2,396,522千円

預金期間が３ヶ月を超える
定期預金等

△3,258千円 △4,913千円

現金及び現金同等物期末残高 2,506,184千円 2,391,609千円
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(リース取引関係)

リース取引開始日が2008年10月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

前事業年度
(2020年10月31日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

建物 143,000千円 96,361千円 46,638千円

合計 143,000千円 96,361千円 46,638千円

当事業年度
(2021年10月31日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

建物 120,000千円 80,000千円 40,000千円

合計 120,000千円 80,000千円 40,000千円

　

(2) 未経過リース料期末残高相当額

前事業年度
(2020年10月31日)

当事業年度
(2021年10月31日)

１年内 7,156千円 6,570千円

１年超 47,325千円 40,754千円

計 54,482千円 47,325千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

前事業年度
(自 2019年11月１日
至 2020年10月31日)

当事業年度
(自 2020年11月１日
至 2021年10月31日)

支払リース料 9,595千円 7,761千円

減価償却費相当額 7,533千円 6,000千円

支払利息相当額 1,580千円 1,533千円

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

利息相当額の算定方法

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法

によっております。
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１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

・有形固定資産

　主として、賃借店舗に係る建物及び本社システムに係るハードウェアであります。

・無形固定資産

　主として、本社システムに係るソフトウェアであります。

② リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針に記載のとおりであります。

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

前事業年度
(2020年10月31日)

当事業年度
(2021年10月31日)

１年内 418,615千円 427,830千円

１年超 5,008,466千円 4,812,636千円

計 5,427,082千円 5,240,466千円

(金融商品関係)

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略します。

　

(有価証券関係)

該当事項はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。
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(退職給付関係)

前事業年度(自 2019年11月１日 至 2020年10月31日)

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため、退職金規程に基づく社内積立の退職一時金制度を採用しております。

　

２．確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 241,464千円

勤務費用 24,811千円

利息費用 323千円

数理計算上の差異の発生額 6,913千円

退職給付の支払額 △10,958千円

その他 917千円

退職給付債務の期末残高 263,472千円

(2) 退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

非積立型制度の退職給付債務 263,472千円

未認識数理計算上の差異 △13,409千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 250,062千円

退職給付引当金 250,062千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 250,062千円

(3) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

勤務費用 24,811千円

利息費用 323千円

その他 2,146千円

確定給付制度に係る退職給付費用 27,281千円

(4) 数理計算上の計算基礎に関する事項

当事業年度末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。）

割引率 0.13％
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当事業年度(自 2020年11月１日 至 2021年10月31日)

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため、退職金規程に基づく社内積立の退職一時金制度を採用しております。

　

２．確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 263,472千円

勤務費用 26,029千円

利息費用 350千円

数理計算上の差異の発生額 3,516千円

退職給付の支払額 △ 8,076千円

その他 308千円

退職給付債務の期末残高 285,600千円

(2) 退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

非積立型制度の退職給付債務 285,600千円

未認識数理計算上の差異 △ 13,396千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 272,203千円

退職給付引当金 272,203千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 272,203千円

(3) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

勤務費用 26,029千円

利息費用 350千円

その他 3,529千円

確定給付制度に係る退職給付費用 29,909千円

(4) 数理計算上の計算基礎に関する事項

当事業年度末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。）

割引率 0.13％

　

(ストック・オプション等関係)

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略します。
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(税効果会計関係)

　１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

前事業年度
(2020年10月31日)

当事業年度
(2021年10月31日)

　 賞与引当金 20,543千円 21,943千円

　 未払事業税等 39,257千円 47,649千円

　 商品評価損 31,185千円 56,005千円

　 退職給付引当金 75,127千円 81,779千円

　 長期未払金 62,347千円 62,985千円

　 資産除去債務 68,068千円 70,560千円

　 減価償却超過額 87,116千円 104,829千円

　 土地 124,343千円 124,343千円

　 その他 20,650千円 40,619千円

　 繰延税金負債との相殺 △62,094千円 △48,804千円

　 繰延税金資産合計 466,548千円 561,912千円

　

（繰延税金負債）

前事業年度
(2020年10月31日)

当事業年度
(2021年10月31日)

　 建設協力金 △4,892千円 △4,885千円

　 固定資産圧縮積立金 △1,940千円 △1,808千円

　 特別償却準備金 △12,326千円 ―

　 資産除去債務に対応する
　 除去費用

△42,935千円 △42,110千円

　 繰延税金資産(固定)との相殺 62,094千円 48,804千円

　 繰延税金負債合計 ― ―

　

　２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

前事業年度
(2020年10月31日)

当事業年度
(2021年10月31日)

法定実効税率 30.0％ 30.0％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5％ 0.6％

住民税均等割 1.0％ 0.8％

その他 0.1％ 0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 31.6％ 31.6％
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(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略します。

　

(賃貸等不動産関係)

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

(セグメント情報等)

当社は、カー用品等販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

(持分法損益等)

関連会社を有していないため、該当事項はありません。

　

(関連当事者情報)

該当事項はありません。

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 2019年11月１日
至 2020年10月31日)

当事業年度
(自 2020年11月１日
至 2021年10月31日)

１株当たり純資産額 875.30円 995.81円

１株当たり当期純利益金額 115.37円 140.11円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

115.12円 139.80円

(注) １．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(2020年10月31日)
当事業年度

(2021年10月31日)

純資産の部の合計額 17,929,457千円 20,428,801千円

普通株式に係る期末の純資産額 17,929,457千円 20,428,801千円

１株当たり純資産額の算定に用いられた
期末の普通株式の数

20,432,734株 20,469,834株

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自 2019年11月１日
至 2020年10月31日)

当事業年度
(自 2020年11月１日
至 2021年10月31日)

損益計算書上の当期純利益 2,356,735千円 2,864,286千円

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式に係る当期純利益 2,356,735千円 2,864,286千円

普通株式の期中平均株式数 20,427,684株 20,443,779株

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自 2019年11月１日
至 2020年10月31日)

当事業年度
(自 2020年11月１日
至 2021年10月31日)

当期純利益調整額 ― ―

普通株式増加額 44,557株 44,563株

４．当社は、2021年５月１日付けで普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の

期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調

整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。
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４．その他

販売の状況

（品種別売上高）

品種

前事業年度
(自 2019年11月１日
至 2020年10月31日)

当事業年度
(自 2020年11月１日
至 2021年10月31日)

売上実績(千円) 構成比(％) 売上実績(千円) 構成比(％)

タイヤ・ホイール 29,786,592 87.0 32,647,363 84.0

用品 2,323,212 6.8 2,802,354 7.2

作業料 2,130,703 6.2 3,397,437 8.8

合計 34,240,507 100.0 38,847,155 100.0

（販路別売上高）

形態

前事業年度
(自 2019年11月１日
至 2020年10月31日)

当事業年度
(自 2020年11月１日
至 2021年10月31日)

売上実績(千円) 構成比(％) 売上実績(千円) 構成比(％)

店舗売上 22,564,766 65.9 24,388,048 62.8

本部売上 11,675,740 34.1 14,459,106 37.2

合計 34,240,507 100.0 38,847,155 100.0
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